
北海道告示第10077号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和３年１月26日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その27）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 医療施設近代化施設整 知事が適当と認 次に掲げる医療施設の整備に要す ０．３３以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 正副２部 書類は、

備事業 める病院及び診療 る経費（患者の療養環境、医療従事 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す 総合振興局

医療資源の効率的な再 所の開設者（地方 者の職場環境、衛生環境等の改善及 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日 又は振興局

編及び地域医療の確保に 公共団体及び地方 び患者サービスの向上等につながる の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第32号様式 提 出 先 保健福祉部 の保健環境

配慮しつつ、医療施設に 独立行政法人を除 次の部門の新築、増改築及び改修に ときは、補助金 保福第32号様式 別に指示する様式 健康安全局 部保健行政

おける患者の療養環境、 く。） 要する工事請負費（５の（１）にあ 等の額の算定に 別に指示する様式 地域保健課 室長又は地

医療従事者の職場環境、 っては、工事費又は工事請負費及び 当たり、当該寄 （病院整備 域保健室長

衛生環境等の改善及びへ 工事事務費）） 附金その他の収 のうち、精 を経由する

き地や都市部の診療所の １ 精神病棟 入金の控除等を 神病棟に係 こと（札幌

円滑な承継のための整備 (1) 病棟 行う。） るものは保 市、小樽市、

等を促進し、もって医療 （病室、診察室、処置室、記 健福祉部福 函館市及び

施設の経営の確保を図る 録室、患者食堂、談話室、機能 祉局障がい 旭川市の場

ため、予算の範囲内で交 訓練室、浴室、寝具倉庫、バル 者保健福祉 合を

付する。 コニー、廊下、便所、暖冷房、 課、診療所、 除く。）。

附属設備等） 療養病床、

(2) 知事が必要と認めるもの 介護老人保

(3) 電子カルテシステムの整備 健施設に係

２ 結核病棟改修等整備事業 るものは保

（病室、診察室、処置室、記録 健福祉部地

室、患者食堂、談話室、浴室、 域医療推進

寝具倉庫、バルコニー、廊下、 局地域医療

便所、暖冷房、附属設備等） 課）

３ 診療所

（診察室、処置室、薬剤室、エ



ックス線室、暗室、待合室、看

護師詰め所、玄関、廊下、便所、

暖冷房、附属設備、救急患者搬

入口、スロープ、療養指導室等）

ただし、改修等により療養病床

を整備する診療所にあっては、

次のとおりとする。

（病室、診察室、処置室、記

録室、患者食堂、談話室、機能

訓訓練室、浴室、寝具倉庫、バ

ルコニー、廊下、便所、暖冷房、

附属設備等(外来部門を除く。））

４ 療養病床療養環境改善事業

（機能訓練室、患者食堂、浴

室、附属設備等）

５ 介護老人保健施設及び診療所

(1) 介護老人保健施

(2) 診療所

（診察室、処置室、薬剤室、

エックス線室、暗室、待合室、

看護師詰め所、玄関、廊下、便

所、暖冷房、附属設備、救急患

者搬入口、スロープ、療養指導

室等）

２ 新型コロナウイルス感 市町村 ４分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の30号様式 提出部数 １部 総合振興局長

染症対策に係る特別事業 保福第１の16号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に定める 又は振興局長

新型コロナウイルス感 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第482号様式 日

染症の国内感染拡大防止 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

対策に伴って生じる課題 ときは、補助金 保福第481号様式 又は振興局

への対応を目的として予 等の額の算定に 別に指示する様式 の保健環境

算の囲内で補助する。 あたり、当該寄 部社会福祉

附金その他の収 課

入金の控除等を

行う。）



(1) 新型コロナウイルス 新型コロナウイルス感染拡大に伴

感染拡大に伴う地域活 う地域活動支援センターや日中一時

動支援センターや日中 支援事業の受け入れ体制強化等の実

一時支援事業の受け入 施に必要な報酬、給料、職員手当等、

れ体制強化等 共済費、報償費、旅費、需用費（消

耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本

費、光熱水費、修繕費）、役務費（通

信運搬費、手数料、保険料、広告料）、

委託料、使用料及び賃借料、備品購

入費、扶助費、負担金、助成金、交

付金

(2) 新型コロナウイルス 新型コロナウイルス感染拡大に伴

感染拡大に伴う訪問入 う訪問入浴サービス等体制強化事業

浴サービス等体制強化 に必要な報酬、給料、職員手当等、

事業 共済費、報償費、旅費、需用費（消

耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本

費、光熱水費、修繕費）、役務費（通

信運搬費、手数料、保険料、広告料）、

委託料、使用料及び賃借料、備品購

入費、扶助費、負担金、助成金、交

付金


